
◆会議室貸出のご案内
　当協会の会議室を有料で貸出しています。
　（最大65人収容可）詳細はお問合せください。

◆アクセス

●地下鉄有楽町線、半蔵門線、南北線
　　「永田町駅」5、9a、9b番出口より徒歩4分

●地下鉄有楽町線「麹町駅」1番出口より徒歩4分

〒102-0094
東京都千代田区紀尾井町3-32（都市計画会館内）

1階：事務室 2階：図書室 3階：会議室

TEL：03-3262-3491 FAX：03-3262-3475

ホームページ：

　http://www.tokeikyou.or.jp/

Eメール：

　info@tokeikyou.or.jp

◆協会概要

～ 公益財団法人 都市計画協会の概要 ～

都市計画の新たな展開をめざして

公 益 財 団 法 人

（沿革）

　都市計画協会は、1917年（大正6年）に我が国の都市行政や地方行政に大きな足跡を残した後

藤新平(当時内務大臣)氏が中心となって設立された「都市研究会」を起源としています。この研究

会は、都市計画や都市問題に関する普及・啓発および調査研究とあわせ、多方面に対する提言等

も行い、都市行政の発展に大きな役割を果たしました。

　その後、第二次大戦後、新しい時代に対応した組織に生まれ変わるべく、1946年（昭和21年）に

財団法人「都市計画協会」として発足し、公益法人制度改革に伴い2012年（平成24年）から公益

財団法人となりました。当協会は、公共団体を中心とする幅広い方々のご支援のもと、都市計画及

びまちづくりの推進に寄与することを目指して公益法人としての活動を積極的に行ってまいります。

（理念）
　都市行政は、経済社会の変化につれ、常にダイナミックな動きを見せる分野であります。特に、我

が国が人口減少や本格的高齢化社会に変わりつつある現在、数十年先の都市や地域、産業の姿

を見通した適切な都市政策の展開が強く求められております。その際、中核となる公共団体におい

ては、より幅広い良質な情報が必要であり、個人の方々や各種団体の活動においても、同様であり

ます。

　当協会は、都市研究会以来の都市計画や関連する事業の分野についての永年の蓄積を生かし、

これらの分野における様々な施策の前提となる調査研究、講習会の開催、出版、情報提供等の活

動を通じて、都市行政と都市活動の発展に、従来にも増して寄与してまいります。

（会員）

　会員は、地方公共団体、法人、個人により構成されています。当協会の趣旨に賛同され、会員と

なることを希望される方は、当協会までお問合せください。

　  〔会員特典〕

機関誌「新都市」の無料配布、講習会等への優先・割引参加、

刊行物等の割引購入、協会Webまちづくり情報の閲覧・検索

公 益 財 団 法 人
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まちづくりセミナー

「世界都市計画の日」日本集会

○機関誌・出版物の刊行

・機関誌「新都市」（月刊）

　国土交通省の編集協力のもと、都市計画・まちづくりに関するさまざまなテーマを設

け、国や専門家、実務担当者からご寄稿いただく多面的な記事構成となっており、関

係者の業務に資する多様な情報提供に努めています。

・出版物

　都市計画制度等に関する解説書等を刊行しています。

　〔主な刊行物：いずれも年刊〕

　「補助事業実務必携」…都市局所管補助事業に関する諸手続きの

　　　　　　　　　　　　　　　　　解説・要綱・基準を収録

　「都市計画年報」…全国の都市計画の現況を収録

　「都市計画ハンドブック」…都市計画の決定状況や法律・税制等を収録

○情報提供

・メールマガジンによるまちづくり情報の提供

　最新の都市計画やまちづくりに関する官・民の情報をリアルタイムで提供しています。協会ホームページ

上でバックナンバーの閲覧・検索も可能です。

・協会ホームページによる情報の提供

　自主調査研究の成果、まちづくりセミナーやまちづくり拝見研修会など協会主催の行事のお知らせ等を公

表しています。

・図書室の蔵書閲覧

　当協会で所蔵する都市計画・住宅・道路交通分野等の専門図書を閲覧に供しています（要事前予約・

原則貸出不可）。所蔵図書一覧は協会ホームペ－ジで公表しています。

・都市計画に関する相談窓口の開設等

　都市計画やまちづくりに関する法令・技術面などの課題について相談等を行える窓口として、主に会員相

互間で情報交換を行う「情報交換コーナー」、学識者・専門家が具体的な相談にお応えする「まちづくり相

談委員」の制度を設けています。また、まちづくり専門家の登録・紹介なども行っています。詳しくは協会ホー

ムページをご覧ください。

○協力・表彰及び国際交流活動

・まちづくり月間全国的行事等への協力

　全国レベルでまちづくりに関する普及・啓発を推進する「まちづくり月間

全国的行事実行委員会」の事務局を務めるほか、「全国中心市街地

活性化まちづくり連絡会議」等の活動に対する協力を行っています。

・都市計画・まちづくりに関する表彰

　都市計画やまちづくりの推進に貢献された団体や個人を対象とする

「都市計画協会会長賞」「土地区画整理阿部功労賞」「公園緑地折下

功労賞」の表彰を、都市計画全国大会の場で実施しています。

・国際交流活動

　当協会内に国際委員会を設け、IFHP（国際住宅・都市計画連合）及び

EAROPH（東方地域都市計画住宅機構）など、都市計画やまちづくりに関

する国際会議への協力・出席・協賛を行っています。

まちづくり拝見研修会

◆協会の業務

都市計画全国大会

まちづくりと景観を考える全国大会
（まちづくり月間全国的行事）

○都市計画及び国土計画・地域計画等に関する調査研究

・調査研究業務

　都市計画や国土計画・地域計画等の推進に寄与することを目的に、都市計画上の様々な課題について、

自主研究及び国土交通省や地方公共団体等からの受託に基づき、専門的知見を反映した研究成果をとり

まとめています。

 〔最近の事例〕

　①立地適正化計画の策定調査

データ分析、区域設定における基本的な考え方の整理、地域特性を踏まえた課題抽出と施策の方向性

の検討、検討委員会の運営など

　②土地利用制度及び開発許可制度のあり方に関する調査

自治体への調査の実施、集計及び現況における課題の抽出、今後の方向性の検討など

　③都市計画制度のあり方検討

市町村合併後の自治体における新たな都市計画制度のあり方の検討、制度の見直しなど

　④まちづくり会社を活用したまちづくり推進方策の検討

まちづくりの現状や課題の調査、ケーススタディの実施、まちづくり会社の支援方策の検討など

　⑤クラウドファンディング等を活用したまちづくり事例及び支援制度に関する調査

まちづくりに係る新たな資金調達手段の確保に向けた制度概要と活用方法に関するマニュアルの作成、

事業者・自治体等における活用事例の調査など（マニュアルは協会ホームページで公開）

○都市計画に関する大会・講習会等の開催

・都市計画全国大会

　全国の都市計画・まちづくり関係者が一同に会し、全体会議及び

テーマ別の部会で事例・研究発表を行うほか、開催地にゆかりの

ある講師による記念講演や特色ある都市計画・まちづくりの視察な

どを、毎年秋に開催しています。

・まちづくりセミナー

　都市計画の最近の動きに関する国土交通省からの講演、セミ

ナー開催地におけるまちづくりをテーマとした有識者による講演会

及び現地見学会からなるセミナーを、年3回各地域で開催してい

ます。

・まちづくり拝見研修会

　官民によるまちづくりの先進事例等の取組みに関する講演及び現

地視察からなる研修会を、年3回各地域で開催しています。

　2014年(平成26年)から2016年(平成28年)には、東日本大震

災によって被災した都市の復興状況を視察する研修会を行ってい

ます。

・「世界都市計画の日」日本集会

　アルゼンチンの故パオレラ教授の提唱に基づき毎年11月8日に

定められた「世界都市計画の日」を期して、都市計画の普及・啓発

を目的とした講演及び意見交換会を、1965年(昭和40年)から毎

年実施しています。

都市計画協会会長賞の表彰
（都市計画全国大会にて）

代表取締役社長　関　根　博　道
本　　　　社

支店・事務所

〒４６１－０００５ 名古屋市東区東桜二丁目１７番１４号
☎052－979－9111 ｐｊ.ｏｃ.ｏｎａｍａｔ.ｗｗｗ//:ｐｔｔｈ

都市計画

交通計画

地区整備計画

区画整理

再開発

民間開発

PFI事業

ビルアセス

札幌・盛岡・宮古・仙台・多賀城・福島・千葉・東京・神奈川
埼玉・群馬・沼津・富士・静岡・掛川・磐田・浜松・春日井・岐阜
可茂・三重・新潟・飯田・富山・金沢・福井・京滋・奈良・和歌山
大阪・神戸・姫路・広島・新居浜・松山・高知・福岡・佐賀・長崎
熊本・宮崎・鹿児島・沖縄

送料別
公 益 財 団 法 人
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新　都　市

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
City Bureau

編集協力

国土交通省都市局

・ 官民連携による小田原地下街の再生
・ 都における「官民連携ファンド」事業の取組について
 ～エネルギー分野から福祉分野への展開～
・ 福岡市における官民協働事業（PPP）への取り組み
・ 市街地整備における民間参画手法
・ 民間まちづくりに対する金融支援制度の活用について
・ 地域における民間都市開発事業の促進のための金融連
携基盤の構築に向けた調査
・ 民間都市再生事業による公共施設の整備効果について

特集

・ 民間の活力を活用したまちづくりを推進していくこと
の意義
・ 民間活力を活かした再開発事業の推進
～環状第二号線新橋・虎ノ門地区第二種市街地再開発
事業～

・ 民間活力を活用した新庁舎整備への挑戦
 ～新庁舎が牽引する池袋副都心の再生～
・ 川西市キセラ川西整備事業にみる土地区画整理事業
へのPFI の導入
－設計・施工・維持管理のシームレス化と市民参加によ
る展開を目指して－

民間の活力を活用したまちづくり

“ONOMICHI U2”尾道糸崎港西御所地区（県営２号上屋及び周辺）活用事業“ONOMICHI U2”尾道糸崎港西御所地区（県営２号上屋及び周辺）活用事業


